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１ 前期基本計画 めざそう値・成果指標一覧

指標名 類型
基準値 

R6
(2024)

目標値 
R11

(2029)
指標の定義 基準値の

算出方法

島田市のことが
好きな市民の

割合
平均値 76.4% 81.0%

市民意識調査「島田市のことが好き」の
設問において、「とても好き」「まあ好き」
と答えた人の割合。ただし、「無回答」は
除く。

令和４（2022）年度～
令和６（2024）年度の
平均値

全体指標

政策分野１

施策の柱 指標名 類
型

基準値 
R6(2024)

目標値
R11(2029) 指標の定義 基準値の

算出方法

1-1
あらゆる災害に

備える
（防災・減災）

め
ざ
そ
う
値

市民意識調査「地震・
水害など災害に強いま
ちづくり」に対する市民
満足度

平
均
値

56.3% 58.1%

「満足」「やや満足」と
答えた人の割合。
ただし、「わからない」

「無回答」は除く。

令和4（2022）年度～
令和６（2024）年度の
平均値

成
果
指
標

静岡県地震被害想定に
おける駿河トラフ・南海
トラフ沿いで発生する
地震により想定される
島田市全壊・焼失棟数 
※想定シナリオ
　（レベル２、冬・深夜）

単
年 約8,100棟 基準値以下

静岡県が公表する地震
被害想定における市町別
の建物被害棟数（全壊・
焼失棟数）（静岡県地震
被害想定関連資料）

第４次地震被害想定調
査（第一次報告）
参考に掲載されて
いる値

1-2
不測の事態に
柔軟に対応

する
（危機対策）

め
ざ
そ
う
値

市民意識調査「危機対
策機能・体制の充実」に
対する市民満足度

平
均
値

54.4% 基準値以上

「満足」「やや満足」と
答えた人の割合。
ただし、「わからない」

「無回答」は除く。

令和4（2022）年度～
令和６（2024）年度の
平均値

成
果
指
標

地域の防災訓練への
参加延人数

単
年 35,221人 55,000人

防災の日、地域防災の日
に自主防災組織が実施
する訓練への参加延人数

令和6（2024）年度の
実績値

1-3
日々の暮らし

を守る
（消防）

め
ざ
そ
う
値

市民意識調査「消防・
救急体制の充実」に
対する市民満足度

平
均
値

82.2% 基準値以上

「満足」「やや満足」と
答えた人の割合。
ただし、「わからない」

「無回答」は除く。

令和4（2022）年度～
令和６（2024）年度の
平均値

成
果
指
標

島田消防署管内におけ
る現場到着時間（暦年）

単
年 ８分41秒 基準値以下

静岡市消防局島田消防
署管内における、暦年中
の「覚知から現場到着
までの平均所要時間」

令和６（2024）年の
実績値

【防災】　全ての地域で安全に暮らせるまちづくり
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政策分野２

施策の柱 指標名 類
型

基準値 
R6(2024)

目標値
R11(2029) 指標の定義 基準値の

算出方法

2-1
健康で自分
らしく暮らす

（健康）

め
ざ
そ
う
値

市民意識調査「健康の
増進」に対する市民
満足度

平
均
値

82.0% 82.4%

「満足」「やや満足」と
答えた人の割合。
ただし、「わからない」

「無回答」は除く。

令和４（2022）年度～
令和６（2024）年度の
平均値

成
果
指
標

お達者年齢（暦年）
（男性）

単
年

81.2歳 81.7歳 市民の要介護度２未満
で生活した期間の推計値

（静岡県「お達者年齢」）
※数値の公表が２年後と
なるため、基準値は令和４

（2022）年の値を設定、
目標値は令和９（2027）
年の値で評価

令和４（2022）年
の実績値

お達者年齢（暦年）
（女性） 85.1 歳 86.3 歳

2-2
適切な医療
提供体制を

維持する
（医療）

め
ざ
そ
う
値

市民意識調査「医療政策
の充実」に対する市民
満足度

平
均
値

56.0% 59.5%

「満足」「やや満足」と
答えた人の割合。
ただし、「わからない」

「無回答」は除く。

令和６（2024）年度
の実績値

成
果
指
標

かかりつけ医がいる
40 歳以上の市民の割合

単
年 80.9% 85.9%

市民意識調査「かかり
つけ医がいる」と答えた
40 歳以上の市民の割合。
ただし、「無回答」は除く。

令和６（2024）年度
の実績値

2-3

生きがいを
持って安心して

暮らす
（高齢者福祉・

介護）

め
ざ
そ
う
値

市民意識調査「高齢者の
医療・介護・福祉の充実」
に対する市民満足度

平
均
値

57.0% 60.0%

「満足」「やや満足」と
答えた人の割合。
ただし、「わからない」

「無回答」は除く。（40 代
以上の回答で算出）

令和４（2022）年度～
令和６（2024）年度の
平均値

成
果
指
標

在宅等看取りの率（暦年）単年 48.2% 51.0%

自宅・老人ホーム、介護
医療員・老人保健施設で
の死亡の割合（静岡県
人口動態統計）
※数値の公表が 1 年半後
となるため、基準値は
令和５（2023）年の値を
設定、目標値は令和 10

（2028）年の値で評価

令和５（2023）年
の実績値

2-4

認め合い
地域全体で
支え合う

（地域福祉・
障害福祉）

め
ざ
そ
う
値

市民意識調査「福祉環境
がよい」と感じる市民の
割合

平
均
値

80.1% 基準値以上

「特にそう思う」「そう思う」
「普通」と答えた人の割合。
ただし、「わからない」

「無回答」は除く。

令和４（2022）年度～
令和６（2024）年度の
平均値

成
果
指
標

しまwith会議（重層的
支援会議・支援会議）
終結件数（令和６（2024）
年度からの累計）

累
計
値

０件 15 件

しまwith 会議（重層的
支援会議・支援会議）を
開催した案件のうち終結
した件数

令和６（2024）年度の
実績値

【健康・医療・福祉】 誰もがいつまでも健康で元気に暮らすことのできるまちづくり
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政策分野 3

施策の柱 指標名 類
型

基準値 
R6(2024)

目標値
R11(2029) 指標の定義 基準値の

算出方法

3-1

誰もがまちづく
りに関わり、

魅力ある地域
をつくる

（市民協働・
中山間地域

振興）

め
ざ
そ
う
値

市民意識調査「住民の
市政への参加の推進」
に対する重要度

平
均
値

65.9% 66.4%
「重要」「やや重要」と
答えた人の割合。
ただし、「無回答」は除く。

令和４（2022）年度～
令和６（2024）年度の
平均値

成
果
指
標

協働のまちづくりに関心
を持った人 数（ 令 和６

（2024）年度からの
累計）

累
計
値

117人 770人

島田がこうなったらいいな
事業の意見投稿者の
延人数（Google フォーム
投稿件数）

令和６（2024）年
度の実績値

3-2

住み続けたい
と思える生活
環境をつくる

（住宅・公共
交通・防犯・
交通安全・
消費生活）

め
ざ
そ
う
値

市民意識調査「市内で
住み続けたい」と思う
市民の割合

平
均
値

92.2% 93.4%

「今の場所で住み続けた
い」「市内の別な場所で
住み続けたい」と答えた
人の割合。
ただし、「わからない」

「無回答」は除く。

令和４（2022）年度～
令和６（2024）年度の
平均値

成
果
指
標

計画期間中の平均社会
移動数（暦年）

平
均
値

62.3人 転入超過

社会移動数（転入者数
と転出者数の差）の平均
（暦年）（島田市住民
基本台帳）

令和４（2022）年
～令和６（2024）年の
平均値

3-3

互いに尊重し、
様 な々違いを

認め合う
（人権・男女

共同参画・
多文化共生）

め
ざ
そ
う
値

市民意識調査「多様性
の尊重」に対する重要
度

平
均
値

49.5% 50.2%
「重要」「やや重要」と
答えた人の割合。
ただし、「無回答」は除く。

令和６（2024）年度の
実績値

成
果
指
標

人権や多様性の尊重に
関心がある市民の人数

（令和６（2024）年度
からの累計）

累
計
値

1,060人 3,950人

人権啓発ポスター展の
来場者数、女性フォーラム
の参加者数、多文化共生
イベントの参加者数の合計

令和６（2024）年度の
実績値

【地域・生活】 市民や事業者などと協働し、誰もが住み続けたいと思えるまちづくり
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政策分野 4

施策の柱 指標名 類
型

基準値 
R6(2024)

目標値
R11(2029) 指標の定義 基準値の

算出方法

4-1

子どもを生み
育てたくなる
環境をつくる

（結婚・出産・
子育て）

め
ざ
そ
う
値

市民意識調査「保育環
境の充実や子育てへの
支援」に対する市民
満足度

平
均
値

57.6% 65.0%

「満足」「やや満足」と
答えた人の割合。
ただし、「わからない」

「無回答」は除く。（40 代
以下の回答で算出）

令和４（2022）年度～
令和６（2024）年度の
平均値

成
果
指
標

計画期間中の 30 代の
平均社会移動数（暦年）

平
均
値

19.7人 36.2人

30 代の社会移動数
（転入者数と転出者数
の差）の平均（暦年）

（島田市住民基本台帳）

令和４（2022）年～
令和６（2024）年の
平均値

4-2
地域全体で
子どもを育む

（学校支援・
子ども支援）

め
ざ
そ
う
値

市民意識調査「地域ぐ
るみの教育環境の充実」
に対する市民満足度

平
均
値

60.4% 63.9%

「満足」「やや満足」と
答えた人の割合。
ただし、「わからない」

「無回答」は除く。

令和４（2022）年度～
令和６（2024）年度の
平均値

成
果
指
標

地域学校協働本部事業
等ボランティア活動
延人数

単
年 2,099人 2,800人 学校支援を行った地域

ボランティアの延人数
令和６（2024）年度の
実績値

4-3
将来にわたって

活躍できる
子どもを育てる
（義務教育）

め
ざ
そ
う
値

市民意識調査「小・中
学校教育の充実」に
対する市民満足度

平
均
値

60.5% 64.8%

「満足」「やや満足」と
答えた人の割合。
ただし、「わからない」

「無回答」は除く。（50 代
以下の回答で算出）

令和４（2022）年度～
令和６（2024）年度の
平均値

成
果
指
標

将来の夢や目標を
持っている児童の割合

（小学校）
平
均
値

87.6% 基準値以上 将来の夢や目標を
持っているかどうか
問う設問について、

「あてはまる」
「ややあてはまる」と
答えた児童・生徒の
割合（学校評価）

令和４（2022）年度～
令和６（2024）年度の
平均値

将来の夢や目標を
持っている生徒の割合

（中学校）
70.2% 基準値以上

4-4

地域で自分
らしく活躍
できる人を

育てる
（社会教育）

め
ざ
そ
う
値

市民意識調査「生涯
学習への支援」に
対する市民満足度

平
均
値

64.3% 65.7%

「満足」「やや満足」と
答えた人の割合。
ただし、「わからない」

「無回答」は除く。

令和４（2022）年度～
令和６（2024）年度の
平均値

成
果
指
標

生涯学習講座参加
延人数

平
均
値

21,000 人 基準値以上 生涯学習講座の年間
の参加延人数

令和４（2022）年度～
令和６（2024）年度の
平均値

4-5

生涯を通じて
スポーツを

楽しめる環境
をつくる

（スポーツ）

め
ざ
そ
う
値

市民意識調査「生涯ス
ポーツへの支援」に対
する市民満足度

平
均
値

64.9% 68.5%
「満足」「やや満足」と
答えた人の割合。
ただし、「わからない」

「無回答」は除く。

令和４（2022）年度～
令和６（2024）年度の
平均値

成
果
指
標

社会体育施設利用
延人数

単
年 113 万人 120 万人 社会体育施設の年間

の利用延人数
令和６（2024）年度の
実績値

【子育て・教育】　子育て・教育環境が充実するまちづくり
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政策分野 5

施策の柱 指標名 類
型

基準値 
R6(2024)

目標値
R11(2029) 指標の定義 基準値の

算出方法

5-1
地域の魅力を
活かした観光
振興を図る
（観光）

め
ざ
そ
う
値

市民意識調査「地域の
特色を活かした観光の
振興」に対する市民満
足度

平
均
値

43.1% 48.4%

「満足」「やや満足」と
答えた人の割合。
ただし、「わからない」

「無回答」は除く。

令和４（2022）年度～
令和６（2024）年度の
平均値

成
果
指
標

観光消費額 単
年 64.0億円 93.0億円

観光レクリエーション客数
×消費単価÷平均訪問施
設数※数値の公表が翌年
９月末となるため、基準値
は令和５（2023）年度の値
を設定、目標値は令和 10

（2028）年度の値で評価

令和５（2023）年度の
実績値

5-2

島田の魅力を
発信し、地域の

活性化に
つなげる

（シティプロ
モーション）

め
ざ
そ
う
値

市民意識調査「シティ
プロモーションの推進」
に対する市民満足度

平
均
値

51.4% 53.2%

「満足」「やや満足」と
答えた人の割合。
ただし、「わからない」

「無回答」は除く。

令和６（2024）年度の
実績値

成
果
指
標

島田市の認知度 単
年 38.0% 41.5%

「静岡県内の市町の中で、
ご存知のものをすべてお選
びください。」の設問で「島
田市」を選んだ人の割合 
調査対象者「東京都・神奈
川県・愛知県・山梨県・静岡
県・大阪府から各 1,000 サ
ンプルずつ抽出（計 6,000
サンプル）」（民間会社に委
託して調査を実施）

令和６（2024）年度の
実績値

5-3

誰もが暮らした
い、関わりたい
と思う魅力あ

る地域をつくる
（移住・交流）

め
ざ
そ
う
値

市民意識調査「移住施
策の推進」に対する市
民満足度

平
均
値

41.1% 48.1%

「満足」「やや満足」と
答えた人の割合。
ただし、「わからない」

「無回答」は除く。

令和６（2024）年度の
実績値

成
果
指
標

市外からの移住者数（平
成 27（2015） 年 度 か
らの累計）

累
計
値

481人 750人
市の移住相談窓口等を
利用し、市外から移住
してきた人数

平成 27（2015）年度
～令和６（2024）年度
の累計値

5-4

育まれた歴史・
文化で、地域愛
の醸成を図ると
ともに学びの場

を提供する
（歴史・文化）

め
ざ
そ
う
値

市民意識調査「歴史・
文化に触れる場・機会
の創出」に対する満足
度

平
均
値

54.1% 56.0%

「満足」「やや満足」と
答えた人の割合。
ただし、「わからない」

「無回答」は除く。

令和６（2024）年度の
実績値

成
果
指
標

歴史関連施設、文化施
設の来館者・利用者数

単
年 288,000人 293,000人

博 物 館・諏 訪 原 城ビジ
ターセンター・プラザおお
るり・金谷生きがいセン
ター・川根文化センター
の来館者・利用者の合計

令和６（2024）年度の
実績値

【観光・交流・歴史・文化】　地域の魅力を活かして人が集うまちづくり
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政策分野 6

施策の柱 指標名 類
型

基準値 
R6(2024)

目標値
R11(2029) 指標の定義 基準値の

算出方法

6-1

地域で活躍す
る人を増やし、

地域経済を
発展させる

（人材確保）

め
ざ
そ
う
値

市民意識調査「雇用の
確保・創出」に対する
市民満足度

平
均
値

34.0% 36.0%

「満足」「やや満足」と
答えた人の割合。
ただし、「わからない」

「無回答」は除く。

令和４（2022）年度～
令和６（2024）年度の
平均値

成
果
指
標

市内新規就労者数 単
年 1,901人 基準値以上 島田管内の新規就労者数

（ハローワーク島田集計）
令和６（2024）年度の
実績値

6-2

未来を見据え
た経営に取り
組む中小企業
を育てる（中小

企業支援）

め
ざ
そ
う
値

市民意識調査「企業へ
の支援や誘致などの
工業振興」に対する
市民満足度

平
均
値

30.9% 34.0%

「満足」「やや満足」と
答えた人の割合。
ただし、「わからない」

「無回答」は除く。

令和４（2022）年度～
令和６（2024）年度の
平均値

成
果
指
標

市内総生産額 単
年 3,715億円 4,000億円

経済活動別市町内総生
産の「経済活動別総生産」

（しずおかけんの地域経
済計算）※数値の公表が
３年後となるため、基準値
は令和３（2021）年度の
値を設定、目標値は令和８

（2026）年度の値で評価

令和３（2021）年度の
実績値

6-3

商店街や個店
を支援し、地域
のにぎわいを

生み出す
（にぎわい

創出）

め
ざ
そ
う
値

市民意識調査「魅力ある
商店街づくりなどの
商業振興」に対する
市民満足度

平
均
値

15.5% 20.0%

「満足」「やや満足」と
答えた人の割合。
ただし、「わからない」

「無回答」は除く。

令和４（2022）年度～
令和６（2024）年度の
平均値

成
果
指
標

中心市街地の 1 日
当たり通行量  

単
年 5,890人 基準値以上 島田市中心市街地

歩行者等通行量調査
令和６（2024）年度の
実績値

6-4

地域の特色を
活かし、付加
価値の高い農
林業を進める

（農業・林業）

め
ざ
そ
う
値

市民意識調査「農林業の
振興（生産基盤の
整備・後継者育成等）」
に対する市民満足度

平
均
値

20.4% 20.8%
「満足」「やや満足」と
答えた人の割合。
ただし、「わからない」

「無回答」は除く。

令和４（2022）年度～
令和６（2024）年度の
平均値

成
果
指
標

農地中間管理機構を
利用した農地集積面積

（平成 27（2015）年度
からの累計）

累
計
値

165ha 248ha

農地中間管理機構による
農地の貸付配分面積

（市町別農地バンク事業
借入・貸付実績（（公社）
静岡県農業振興公社））

平成 27（2015）年度～
令和６（2024）年度の
累計値

森林整備面積
（令和６（2024）年度
からの累計）

累
計
値

216ha 1,553ha

①森林施業補助事業
（市事業）②森林環境整
備促進事業（市事業）
③森の力再生事業

（県事業）の累計面積

令和６（2024）年度の
実績値

【経済・産業】　地域経済を力強くリードするまちづくり
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政策分野 7

施策の柱 指標名 類
型

基準値 
R6(2024)

目標値
R11(2029) 指標の定義 基準値の

算出方法

7-1
便利で魅力ある

まちをつくる
（都市計画）

め
ざ
そ
う
値

市民意識調査「コンパクト・
プラス・ネットワークの推進」
に対する重要度

平
均
値

52.8% 56.6%
「重要」「やや重要」と
答えた人の割合。
ただし、「無回答」は除く。

令和４（2022）年度～
令和６（2024）年度の
平均値

成
果
指
標

居住誘導区域の人口
密度（人／ ha）

単
年

43.0人／
ha

41.8人／
ha

人口メッシュもしくは
町丁目人口の積み上げ

令和６（2024）年度の
実績値

7-2

安全で快適な
生活基盤を

整える
（生活道路・
河川・公園・
上下水道）

め
ざ
そ
う
値

市民意識調査「住宅
地の整備や良質な
住まいづくりの促進」
に対する市民満足度

平
均
値

49.8% 51.0%

「満足」「やや満足」と
答えた人の割合。
ただし、「わからない」

「無回答」は除く。

令和４（2022）年度～
令和６（2024）年度の
平均値

成
果
指
標

主要な生活基盤の改良、
修繕等への対応処理率

平
均
値

81.0% 基準値以上

建設課及びすぐやる課が
担当する自治会等要望件
数に対する処理件数（要
望件数からその他（整備
以外済を含む）の件数を
除く。）

令和４（2022）年度～
令和６（2024）年度の
平均値

7-3

地域と地域の
活発な交流を

支える道を
つくる

（幹線道路）

め
ざ
そ
う
値

市民意識調査「主要な
道路の整備」に対する
市民満足度

平
均
値

45.8% 47.0%

「満足」「やや満足」と
答えた人の割合。
ただし、「わからない」

「無回答」は除く。

令和４（2022）年度～
令和６（2024）年度の
平均値

成
果
指
標

主要な幹線道路の工事
進捗度（金額ベース）

（平成 26（2014）年度
からの累計）

累
計
値

60.0% 91.0%

谷口中河線、色尾大柳線、
島竹下線、谷口道線の
平均整備率

（金額ベース）  

平成 26（2014）年度
～令和６（2024）年度
の累計値

【都市基盤】　ひと・地域を支える都市基盤が充実するまちづくり
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政策分野 8

施策の柱 指標名 類
型

基準値 
R6(2024)

目標値
R11(2029) 指標の定義 基準値の

算出方法

8-1
脱炭素社会の

実現に挑戦する
（脱炭素社会・

循環型社会）

め
ざ
そ
う
値

市民意識調査「地域循環
共生圏の形成」に対する
重要度

平
均
値

61.1% 70.0%
「重要」「やや重要」と
答えた人の割合。
ただし、「無回答」は除く。

令和４（2022）年度～
令和６（2024）年度の
平均値

成
果
指
標

市域全体における温室
効果ガスの年間排出量

単
年

830.1千
t-CO2

673.6千
t-CO2

年度末時点の市域全体に
おける温室効果ガスの年
間排出量※数値の公表が
２年後となるため、基準値
は令和４（2022）年度の
値を設定、目標値は令和９

（2027）年度の値で評価

令和４（2022）年度の
実績値

8-2

農地や森林を
守り、みどり豊か
な自然を育む
（森林環境・

農地保全・
緑化活動）

め
ざ
そ
う
値

市民意識調査「森林など
の自然環境の保全」に対
する重要度

平
均
値

78.6% 83.8%
「重要」「やや重要」と
答えた人の割合。
ただし、「無回答」は除く。

令和４（2022）年度～
令和６（2024）年度の
平均値

成
果
指
標

森林・農地保全面積
（合計）（令和６（2024）
年度からの累計）

累
計
値

84ha 871ha

①森林環境保全直接支
援事業実施面積②しず
おか林業再生プロジェク
ト推進事業実施面積③
合板・製材生産性強化
対策事業実施面積④森
林山村多面的機能発揮
対策事業実施面積⑤ぬく
もりのある森林づくり事業
実施面積⑥再造林奨励
金事業実施面積⑦荒廃
農地再生・集積促進事
業費補助金実施面積の
合計

令和６（2024）年度の
実績値

8-3

生活や経済
活動等に

欠かせない
水資源と

水環境を守る
（水資源）

め
ざ
そ
う
値

市民意識調査「水資源・
水環境の保全」に対する
重要度

平
均
値

88.2% 90.5%
「重要」「やや重要」と
答えた人の割合。
ただし、「無回答」は除く。

令和４（2022）年度～
令和６（2024）年度の
平均値

成
果
指
標

大井川の環境基準
（ＢＯＤ）達成率

単
年 100% 100%

県と市の各調査地点に
おける全調査回数のうち
環境基準（BOD）を達成
している割合 

令和６（2024）年度の
実績値

【環境・自然】　豊かな自然環境を維持し、ともに生きるまちづくり
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政策分野 9

施策の柱 指標名 類
型

基準値 
R6(2024)

目標値
R11(2029) 指標の定義 基準値の

算出方法

9-1

安定的・継続
的な市民目線
の行財政運営

を進める
（行財政改革・

人材育成・
情報公開・
広域連携）

め
ざ
そ
う
値

市民意識調査「市の財政
の健全運営」に対する
市民満足度

平
均
値

51.4% 基準値以上

「満足」「やや満足」と
答えた人の割合。
ただし、「わからない」

「無回答」は除く。

令和４（2022）年度～
令和６（2024）年度の
平均値

成
果
指
標

将来負担比率 単
年 7.0% 基準値以下

年度末時点で借金等の
将来支払わなければなら
ない額から貯金等を差し
引いた額（将来負担額）
÷標準財政規模等

令和６（2024）年度の
実績値

9-2

デジタル技術
の活用により

市民の利便性
を向上し、
行政経営を
効率化する

（デジタル）

め
ざ
そ
う
値

市民意識調査「デジタル
による生活の利便性の
向上」に対する市民満足
度

平
均
値

49.0% 51.0%

「満足」「やや満足」と
答えた人の割合。
ただし、「わからない」

「無回答」は除く。

令和６（2024）年度の
実績値

成
果
指
標

市民等からの電子申請
の割合

単
年 14.7% 25.0% 各所属が受け付ける申請

における電子申請の割合
令和６（2024）年度の
実績値

9-3

公共施設の
適切かつ効果
的な利活用を
進める（公共施

設の保全・
再編・利活用）

め
ざ
そ
う
値

市民意識調査「公共
施設の質・量・管理費
の適正化」に対する
重要度

平
均
値

75.4% 78.9%
「重要」「やや重要」と
答えた人の割合。
ただし、「無回答」は除く。

令和４（2022）年度～
令和６（2024）年度の
平均値

成
果
指
標

市が廃止した公共施設の
延床面積（令和６（2024）
年度からの累計）

累
計
値

０㎡ 703㎡ 市が廃止した公共施設の
延床面積

令和６（2024）年度の
実績値

【行財政】　経営改革を進め、人口減少社会に挑戦するまちづくり
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2 島田市個別計画一覧①

No. 計画名 所管課 計画期間
(年度)

政策分野 １ 政策分野 ２ 政策分野 3
1 2 3 1 2 3 4 1 2 3
あ
ら
ゆ
る
災
害
に
備
え
る

（
防
災
・
減
災
）

不
測
の
事
態
に
柔
軟
に
対
応
す
る

（
危
機
対
策
）

日
々
の
暮
ら
し
を
守
る

（
消
防
）

健
康
で
自
分
ら
し
く
暮
ら
す

（
健
康
）

適
切
な
医
療
提
供
体
制
を
維
持
す
る

（
医
療
）

生
き
が
い
を
持
っ
て
安
心
し
て
暮
ら
す

（
高
齢
者
福
祉
・
介
護
）

認
め
合
い
地
域
全
体
で
支
え
合
う

（
地
域
福
祉
・
障
害
福
祉
）

誰
も
が
ま
ち
づ
く
り
に
関
わ
り
、
魅
力
あ
る
地
域
を

つ
く
る
（
市
民
協
働
・
中
山
間
地
域
振
興
）

住
み
続
け
た
い
と
思
え
る
生
活
環
境
を
つ
く
る

（
住
宅
・
公
共
交
通
・
防
犯
・
交
通
安
全
・
消
費
生
活
）

互
い
に
尊
重
し
、
様
々
な
違
い
を
認
め
合
う

（
人
権
・
男
女
共
同
参
画
・
多
文
化
共
生
）

1 第３次島田市総合計画 戦略推進課 R８～R１５ - - - - - - - - - -
2 第３次島田市総合計画前期基本計画 戦略推進課 R８～R１１ - - - - - - - - - -
3 島田市デジタル田園都市構想総合戦略 戦略推進課 R６～R９ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○
4 島田市人口ビジョン（令和７年度改訂版） 戦略推進課 R７～

5 国土利用計画（島田市計画） 戦略推進課 R８～R１５ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○
6 第２次島田市ＤＸ推進計画 DX推進課 R８～R１１ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○
7 島田市国土強靭化地域計画 危機管理課 R８～R１５ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○
8 島田市原子力災害広域避難計画 危機管理課 H２９～ ○ ○ ○ ○ ○ ○
9 島田市地域防災計画 危機管理課 H１８～ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

10 島田市国民保護計画 危機管理課 H１９～ ○ ○
11 島田市水防計画 危機管理課 S２４～ ○ ○ ○
12 島田市地震対策アクションプログラム２０２３ 危機管理課 R５～R１４ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○
13 島田市過疎地域持続的発展計画 市民協働課 R３～R８ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○
14 第４次島田市男女共同参画行動計画 市民協働課 R６～R１０ ○
15 島田市地域公共交通計画 生活安心課 R６～R１０ ○
16 第２次島田市消費者教育推進計画 生活安心課 R８～ ○

17
第３次島田市環境基本計画

（島田市地球温暖化対策実行計画（区域施策編）、
島田市気候変動適応計画）

環境課 R５～R１４ 〇 ○ 〇 ○ ○ ○

18 島田市地球温暖化対策実行計画（事務事業編）第４期計画 環境課 R１～R１２

19 島田市一般廃棄物処理基本計画 環境課 R８～R１７ ○ ○
20 第１０期島田市分別収集計画 環境課 R５～R９

21 第１１期島田市分別収集計画 環境課 R８～R１２

22 災害廃棄物処理計画 環境課 毎年見直し ○
23 島田市地域福祉計画・地域福祉活動計画 地域福祉課 R４～R８ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○
24 重層的支援体制整備事業実施計画 地域福祉課 毎年見直し ○ ○ ○ ○ ○ ○
25 島田市要配慮者避難支援計画 障害福祉課 H２８～ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○
26 第５次島田市障害者計画 障害福祉課 Ｒ６～Ｒ１１ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

27 第７期島田市障害福祉計画・
第３期島田市障害児福祉計画

障害福祉課 Ｒ６～Ｒ８ ○ ○ ○

28 第１０次島田市高齢者保健福祉計画
（第９期島田市介護保険事業計画）

長寿介護課・
包括ケア推進課

R６～R８ ○ ○ ○ ○ ○ ○

29 第４次島田市健康増進計画 健康づくり課 R６～R１１ ○ ○ ○ ○ ○
30 第４次島田市食育推進計画 健康づくり課 R６～R１１ ○ ○ ○ ○
31 第２次島田市自殺対策計画 健康づくり課 R６～R１１ ○ ○ ○ ○ ○
32 第３期島田市国民健康保険データヘルス計画 国保年金課 R６～R１１ ○ ○
33 第４期島田市国民健康保険特定健康診査等実施計画 国保年金課 R６～R１１ ○ ○
34 島田市子ども・子育て支援事業計画 子育て応援課 R７～Ｒ１１

35 こどもの貧困対策推進計画 子育て応援課 R７～Ｒ１１ ○

36 島田市こども計画
子育て応援課・
社会教育課

R７～Ｒ１１ ○ ○ ○

37 島田市農業振興地域整備計画 農業振興課 ５年毎見直し

38 島田市農業経営基盤の強化の促進に関する基本的な構想 農業振興課 R４～R１３

39 第３次島田市茶業振興基本計画 農業振興課 Ｒ８～Ｒ１５
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政策分野 4 政策分野 5 政策分野 6 政策分野 7 政策分野 8 政策分野 9　
1 2 3 4 5 1 2 3 4 1 2 3 4 1 2 3 1 2 3 1 2 3
子
ど
も
を
生
み
育
て
た
く
な
る
環
境
を
つ
く
る

（
結
婚
・
出
産
・
子
育
て
）

地
域
全
体
で
子
ど
も
を
育
む

（
学
校
支
援
・
子
ど
も
支
援
）

将
来
に
わ
た
っ
て
活
躍
で
き
る
子
ど
も
を
育
て
る

（
義
務
教
育
）

地
域
で
自
分
ら
し
く
活
躍
で
き
る
人
を
育
て
る

（
社
会
教
育
）

生
涯
を
通
じ
て
ス
ポ
ー
ツ
を
楽
し
め
る
環
境
を

つ
く
る（
ス
ポ
ー
ツ
）

地
域
の
魅
力
を
活
か
し
た
観
光
振
興
を
図
る

（
観
光
）

島
田
の
魅
力
を
発
信
し
、地
域
の
活
性
化
に
つ
な
げ
る

（
シ
ティ
プ
ロ
モ
ー
シ
ョ
ン
）

誰
も
が
暮
ら
し
た
い
、関
わ
り
た
い
と
思
う

魅
力
あ
る
地
域
を
つ
く
る（
移
住
・
交
流
）

育
ま
れ
た
歴
史
・
文
化
で
、地
域
愛
の
醸
成
を
図
る

と
と
も
に
学
び
の
場
を
提
供
す
る（
歴
史
・
文
化
）

地
域
で
活
躍
す
る
人
を
増
や
し
、地
域
経
済
を
発
展

さ
せ
る（
人
材
確
保
）

未
来
を
見
据
え
た
経
営
に
取
り
組
む
中
小
企
業
を

育
て
る（
中
小
企
業
支
援
）

商
店
街
や
個
店
を
支
援
し
、地
域
の
に
ぎ
わ
い
を

生
み
出
す（
に
ぎ
わ
い
創
出
）

地
域
の
特
色
を
活
か
し
、
付
加
価
値
の
高
い

農
林
業
を
進
め
る
（
農
業
・
林
業
）

便
利
で
魅
力
あ
る
ま
ち
を
つ
く
る
（
都
市
計
画
）

安
全
で
快
適
な
生
活
基
盤
を
整
え
る

（
生
活
道
路
・
河
川
・
公
園
・
上
下
水
道
）

地
域
と
地
域
の
活
発
な
交
流
を
支
え
る

道
を
つ
く
る
（
幹
線
道
路
）

脱
炭
素
社
会
の
実
現
に
挑
戦
す
る

（
脱
炭
素
社
会
・
循
環
型
社
会
）

農
地
や
森
林
を
守
り
、
み
ど
り
豊
か
な
自
然

を
育
む
（
森
林
環
境
・
農
地
保
全
・
緑
化
活
動
）

生
活
や
経
済
活
動
等
に
欠
か
せ
な
い

水
資
源
と
水
環
境
を
守
る
（
水
資
源
）

安
定
的
・
継
続
的
な
市
民
目
線
の
行
財
政
運
営
を

進
め
る
（
行
財
政
改
革
・
人
材
育
成
・
情
報
公
開
・

広
域
連
携
）

デ
ジ
タ
ル
技
術
の
活
用
に
よ
り
市
民
の
利
便
性
を

向
上
し
、
行
政
経
営
を
効
率
化
す
る
（
デ
ジ
タ
ル
）

公
共
施
設
の
適
切
か
つ
効
果
的
な
利
活
用
を

進
め
る
（
公
共
施
設
の
保
全
・
再
編
・
利
活
用
）

- - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - -
- - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - -
○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 〇 ○ ○ ○ ○

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○
○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○
○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 〇 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

○ ○ ○ ○ ○ ○
○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○
○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 〇 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

○ ○ ○ ○ ○ 〇 ○ ○ ○ ○ ○

○ ○ ○
○ ○ ○

○
○

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○
○ ○ ○ ○ ○

○ ○ ○ ○ ○ ○

○ ○

○ ○ ○ ○

○ ○ ○
○ ○ ○ ○ ○

○ ○ ○ ○

○ ○ ○ ○
○ ○ ○ ○

○ ○ ○ ○

○ ○
○ ○
○ ○

125SHIMADA 2026    2033

巻
末
資
料



島田市個別計画一覧②

No. 計画名 所管課 計画期間
(年度)

政策分野 １ 政策分野 ２ 政策分野 3
1 2 3 1 2 3 4 1 2 3
あ
ら
ゆ
る
災
害
に
備
え
る

（
防
災
・
減
災
）

不
測
の
事
態
に
柔
軟
に
対
応
す
る

（
危
機
対
策
）

日
々
の
暮
ら
し
を
守
る

（
消
防
）

健
康
で
自
分
ら
し
く
暮
ら
す

（
健
康
）

適
切
な
医
療
提
供
体
制
を
維
持
す
る

（
医
療
）

生
き
が
い
を
持
っ
て
安
心
し
て
暮
ら
す

（
高
齢
者
福
祉
・
介
護
）

認
め
合
い
地
域
全
体
で
支
え
合
う

（
地
域
福
祉
・
障
害
福
祉
）

誰
も
が
ま
ち
づ
く
り
に
関
わ
り
、
魅
力
あ
る
地
域
を

つ
く
る
（
市
民
協
働
・
中
山
間
地
域
振
興
）

住
み
続
け
た
い
と
思
え
る
生
活
環
境
を
つ
く
る

（
住
宅
・
公
共
交
通
・
防
犯
・
交
通
安
全
・
消
費
生
活
）

互
い
に
尊
重
し
、
様
々
な
違
い
を
認
め
合
う

（
人
権
・
男
女
共
同
参
画
・
多
文
化
共
生
）

40 農業経営基盤強化促進計画（地域計画） 農業振興課 Ｒ７～Ｒ１３

41 有機農業実施計画 農業振興課 Ｒ７～Ｒ１１

42 島田市森林整備計画 農林整備課 R７～Ｒ１６

43 林道整備計画 農林整備課 R５～

44 島田市鳥獣被害防止計画 農林整備課 R７～R９

45 中心市街地活性化基本方針 商工課 R７～R１２

46 新東名島田金谷ＩＣ周辺まちづくり基本計画 企業立地推進課 期限なし

47 島田市観光戦略プラン 観光課 R８～

48 大井川蓬莱橋右岸かわまちづくり計画 観光課 R４～R８

49 島田市文化芸術推進計画 文化振興課 Ｒ２～Ｒ８

50 島田宿大井川川越遺跡保存管理計画 博物館課 Ｈ２７～

51 島田宿大井川川越遺跡整備基本計画 博物館課 R２～R１８

52 島田市文化財保存活用地域計画 博物館課 R８～R１７

53 国指定史跡諏訪原城跡保存管理計画 博物館課 H５～

54 国指定史跡諏訪原城跡整備基本計画 博物館課 Ｈ２３～R２１

55 島田市都市計画マスタープラン 都市政策課 Ｒ２～R２２ ○ ○
56 島田市立地適正化計画 都市政策課 R４～R２２ ○ ○ ○
57 島田市景観計画 都市政策課 H２５～

58 島田市観光地エリア景観計画 都市政策課 R１～

59 島田市都市計画道路整備プログラム 都市政策課 H２９～

60 島田市震災復興都市計画行動計画 都市政策課 H３０～ ○
61 島田市交通バリアフリー法基本構想 都市政策課 H１８～

62 島田市橋梁等長寿命化修繕計画 すぐやる課 毎年見直し

63 島田市緑の基本計画 建設課 Ｒ４～

64 島田市営住宅等長寿命化計画（改定版） 建築住宅課 R３～R１２ ○
65 島田市耐震改修促進計画 建築住宅課 R８～R１２ ○
66 第２次島田市空家等対策計画 建築住宅課 R８～R１２ ○ ○
67 島田市水道事業ビジョン 水道課 Ｈ３０～R９

68 島田市公共下水道事業経営戦略 下水道課 R３～R２２

69 島田市公共下水道事業アクションプラン 下水道課 H２９～R８

70 島田市下水道ストックマネジメント計画 下水道課 R５～

71 島田市定員管理計画 人事課 R８～R１２

72 （次世代育成）島田市特定事業主行動計画 人事課 R７～R１６

73 （女性活躍推進）島田市特定事業主行動計画 人事課 R８～R１２

74 島田市中期財政計画 財政課 R８～R１０

75 島田市公共施設等総合管理計画 資産活用課 Ｈ２８～R３７

76 島田市教育大綱 教育総務課 Ｈ３０～ ○
77 島田市学校施設長寿命化計画 教育総務課 R３～R４３

78 第２次島田市生涯学習推進大綱 社会教育課 R１～R８

79 第３次島田市生涯学習推進大綱 社会教育課 R９～R１６

80 第２次島田市スポーツ振興推進計画 スポーツ振興課 R５～R１４

81 島田市子ども読書活動推進計画（第四次） 図書館課 R４～R８

82 島田市子ども読書活動推進計画（第五次） 図書館課 R９～R１３

83 島田市立総合医療センター経営強化プラン 経営企画課 R５～R９ ○
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政策分野 4 政策分野 5 政策分野 6 政策分野 7 政策分野 8 政策分野 9　
1 2 3 4 5 1 2 3 4 1 2 3 4 1 2 3 1 2 3 1 2 3
子
ど
も
を
生
み
育
て
た
く
な
る
環
境
を
つ
く
る

（
結
婚
・
出
産
・
子
育
て
）

地
域
全
体
で
子
ど
も
を
育
む

（
学
校
支
援
・
子
ど
も
支
援
）

将
来
に
わ
た
っ
て
活
躍
で
き
る
子
ど
も
を
育
て
る

（
義
務
教
育
）

地
域
で
自
分
ら
し
く
活
躍
で
き
る
人
を
育
て
る

（
社
会
教
育
）

生
涯
を
通
じ
て
ス
ポ
ー
ツ
を
楽
し
め
る
環
境
を

つ
く
る（
ス
ポ
ー
ツ
）

地
域
の
魅
力
を
活
か
し
た
観
光
振
興
を
図
る

（
観
光
）

島
田
の
魅
力
を
発
信
し
、地
域
の
活
性
化
に
つ
な
げ
る

（
シ
ティ
プ
ロ
モ
ー
シ
ョ
ン
）

誰
も
が
暮
ら
し
た
い
、関
わ
り
た
い
と
思
う

魅
力
あ
る
地
域
を
つ
く
る（
移
住
・
交
流
）

育
ま
れ
た
歴
史
・
文
化
で
、地
域
愛
の
醸
成
を
図
る

と
と
も
に
学
び
の
場
を
提
供
す
る（
歴
史
・
文
化
）

地
域
で
活
躍
す
る
人
を
増
や
し
、地
域
経
済
を
発
展

さ
せ
る（
人
材
確
保
）

未
来
を
見
据
え
た
経
営
に
取
り
組
む
中
小
企
業
を

育
て
る（
中
小
企
業
支
援
）

商
店
街
や
個
店
を
支
援
し
、地
域
の
に
ぎ
わ
い
を

生
み
出
す（
に
ぎ
わ
い
創
出
）

地
域
の
特
色
を
活
か
し
、
付
加
価
値
の
高
い

農
林
業
を
進
め
る
（
農
業
・
林
業
）

便
利
で
魅
力
あ
る
ま
ち
を
つ
く
る
（
都
市
計
画
）

安
全
で
快
適
な
生
活
基
盤
を
整
え
る

（
生
活
道
路
・
河
川
・
公
園
・
上
下
水
道
）

地
域
と
地
域
の
活
発
な
交
流
を
支
え
る

道
を
つ
く
る
（
幹
線
道
路
）

脱
炭
素
社
会
の
実
現
に
挑
戦
す
る

（
脱
炭
素
社
会
・
循
環
型
社
会
）

農
地
や
森
林
を
守
り
、
み
ど
り
豊
か
な
自
然

を
育
む
（
森
林
環
境
・
農
地
保
全
・
緑
化
活
動
）

生
活
や
経
済
活
動
等
に
欠
か
せ
な
い

水
資
源
と
水
環
境
を
守
る
（
水
資
源
）

安
定
的
・
継
続
的
な
市
民
目
線
の
行
財
政
運
営
を

進
め
る
（
行
財
政
改
革
・
人
材
育
成
・
情
報
公
開
・

広
域
連
携
）

デ
ジ
タ
ル
技
術
の
活
用
に
よ
り
市
民
の
利
便
性
を

向
上
し
、
行
政
経
営
を
効
率
化
す
る
（
デ
ジ
タ
ル
）

公
共
施
設
の
適
切
か
つ
効
果
的
な
利
活
用
を

進
め
る
（
公
共
施
設
の
保
全
・
再
編
・
利
活
用
）

○ ○
○ ○
○ ○
○ ○
○

○
○ ○

○ ○
○

○
○
○
○
○
○

○ ○ ○ ○
○ ○ ○ ○

○
○ ○

○ ○
○
○ ○ ○

○
○ ○

○ ○
○
○ ○
○ ○

○
○
○
○

○
○ ○ ○ ○ ○ ○

○ ○
○
○

○
○ ○ ○ ○
○ ○ ○ ○
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３ 第３次島田市総合計画の策定体制

庁内体制庁内体制

市議会総合計画
審議会 諮問 提案

答申

意見聴取 庁内調整

議決

学生 子育て世代 移住者

外国人 事業者 自治会

市民市民

市長市長

総合計画
策定委員会

※2 専門部会

専門部会
連絡員

事務局（戦略推進課）

※1

など

※１ 	総合計画審議会は、「島⽥市総合計画審議会条例」に基づく市⻑の附属機関として設置されている組織で、今回の第３次総合計画の策定に	
	 関する調査審議及び答申に関する事務を担当しました。
※２ 	総合計画策定委員会は、「島⽥市総合計画策定委員会規則」に基づき、基本構想や基本計画の策定⼜は変更に関することを所掌事務とし、	
	 委員⻑を市⻑、副委員⻑を副市⻑とし、委員は教育⻑並びに市⻑部局の部⻑、島⽥市⽴看護専⾨学校副校⻑、教育部⻑及び島⽥市⽴総合
	 医療センター事務部⻑で構成されています。

(1) 体制図
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島田市総合計画審議会条例

（設置）
第１条	 島田市は、地方自治法（昭和 22 年法律第 67 号）第 138 条の４第３項の規定に基づき、
	 島田市総合計画審議会（以下「審議会」という。）を置く。

附 則
この条例は、平成 20 年４月１日から施行する。
附 則（平成 24 年２月 29 日条例第２号）
この条例は、平成 24 年４月１日から施行する。
附 則（平成 25 年 12 月 27 日条例第 42 号）抄

（施行期日）
１ この条例は、公布の日から施行する。
附 則（平成 26 年 12 月 25 日条例第 36 号）抄

（施行期日）
１ この条例は、平成 27 年４月１日から施行する。

平成20年３月28日
条例第５号

（所掌事務）

（組織）

（任期）

（会長及び副会長）

（会議）

（意見の聴取等）

（庶務）

（委任）

第２条	 審議会は、市長の諮問に応じ、次に掲げる事項について調査審議し、答申する。
	 (1) 島田市総合計画の策定等に関する条例（平成 25 年島田市条例第 42 号。
	 　  以下「総合計画条例」という。）第２条第１号に規定する基本構想の策定又は変更に関すること。
	 (2) 総合計画条例第２条第２号に規定する基本計画の策定又は変更に関すること。
	 (3) 前２号に定めるもののほか、総合計画条例第１条に規定する総合計画に関し市長が必要と認める事項

第３条	 審議会は、委員 20 人以内で組織する。
	 ２ 委員は、次に掲げる者のうちから市長が委嘱し、又は任命する。
	     (1) 学識経験者
	     (2) 各種団体の推薦する者
	     (3) 行政委員会の委員
	     (4) 前３号に掲げる者のほか、市長が適当と認める者

第４条	 委員の任期は、委嘱又は任命の日から第２条の規定による最終の答申書を市長に提出する日までとする。

第５条	 審議会に会長及び副会長各１人を置く。
	 ２ 会長及び副会長は、委員の互選により定める。
	 ３ 会長は、会務を総理し、審議会を代表する。
	 ４ 会長は、会議の議長となる。
	 ５ 副会長は、会長に事故があるときはその職務を代理し、会長が欠員のときはその職務を行う。

第６条	 審議会は、会長が招集する。
	 ２ 審議会は、委員の半数以上が出席しなければ、会議を開くことができない。
	 ３ 審議会の議事は、出席委員の過半数で決し、可否同数のときは、議長の決するところによる。

第７条	 審議会は、必要があると認めるときは、関係者の出席を求めて説明若しくは意見を聴き、
	 又は資料の提出を求めることができる。

第８条	 審議会の庶務は、市長戦略部において処理する。

第９条	 この条例に定めるもののほか、審議会の運営に関し必要な事項は、会長が審議会に諮って定める。

(2) 島田市総合計画審議会条例、委員名簿

① 島田市総合計画審議会条例
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会長 森 俊太 静岡文化芸術大学 副学長

副会長 小塚 裕万 島田市商工会 事務局次長

委員 土屋 曻治(令和６(2024)年度)
大下 九二彦(令和７(2025)年度) 島田市自治会連合会 常務理事

委員 岡村 純平 株式会社オカムラ 代表取締役社長

委員 岡本 一紀 株式会社アーク東海 代表取締役社長

委員 奥山 恵 ベーカリーラボ

委員 桒原 和恵 静岡県看護協会

委員 甲賀 恵理 島田市国際交流協会
リッチモンド友好委員会 副委員長

委員 新間 悠 静岡県立大学 
大学院経営情報イノベーション研究科

委員 杉本 真美 島田市環境審議会 委員

委員 鈴木 朝子 島田地区保護司会 理事

委員 髙森 傑 株式会社髙森商店 社長

委員 寺尾 昇人 一般社団法人志太建築士会　代表理事

委員 戸田 日南香 静岡県立大学 国際関係学部

委員 原　 未萌 静岡福祉大学 こども学部

委員 松浦 優子 島田市子育て支援ネットワーク 会長

委員 山本 麻美 島田市教育委員会 委員

オブザーバー 吉良 光陽 静岡県中部地域局 局長

役職 氏 名 所属等

② 島田市総合計画審議会委員名簿
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島田市総合計画策定委員会規則

（設置）
第１条	 島田市総合計画の策定等に関する条例（平成 25 年島田市条例第 42 号。以下「条例」という。）第１条に規定する
	 総合計画を策定するため、島田市総合計画策定委員会（以下「委員会」という。）を置く。

この規則は、公布の日から施行する。
附 則（平成 21 年６月 15 日規則第 28 号）抄

（施行期日）
１ この規則は、平成 21 年６月 21 日から施行する。
附 則（平成 24 年３月 30 日規則第２号）抄

（施行期日）
１ この規則は、平成 24 年４月１日から施行する。
附 則（平成 25 年 12 月 27 日規則第 52 号）
この規則は、公布の日から施行する。
附 則（平成 26 年３月 31 日規則第５号）抄

（施行期日）
１ この規則は、平成 26 年４月１日から施行する。
附 則（平成 27 年３月 31 日規則第９号）抄

附 則
（施行期日）
１ この規則は、平成 27 年４月１日から施行する。
附 則（平成 28 年３月 29 日規則第 24 号）抄

（施行期日）
１ この規則は、平成 28 年４月１日から施行する。
附 則（平成 28 年３月 29 日規則第 35 号）
この規則は、平成 28 年４月１日から施行する。
附 則（平成 28 年３月 29 日規則第 39 号）
この規則は、平成 28 年４月１日から施行する。
附 則（平成 30 年７月 31 日規則第 42 号）
この規則は、公布の日から施行する。
附 則（令和 2 年 7 月 10 日規則第 56 号）
この規則は、公布の日から施行する。

平成20年７月30日
規則第106号

（所掌事務）

（組織）

（委員長及び副委員長）

（会議）

（専門部会）

（関係者の出席）

（庶務）

（その他）

第２条	 委員会の所掌事務は、次のとおりとする。
	 (1) 条例第２条第１号に規定する基本構想（以下「基本構想」という。）の策定又は変更に関すること。
	 (2) 条例第２条第２号に規定する基本計画（以下「基本計画」という。）の策定又は変更に関すること。
	 (3) 前２号に定めるもののほか、基本構想及び基本計画に関し市長が必要と認める事項

第３条	 委員会は、委員長、副委員長及び委員をもって組織する。
	 2 委員長は市長とし、副委員長は副市長とする。
	 3 委員は、教育長並びに市長部局の部長、看護専門学校の副校長、教育部長及び病院事務部長をもって充てる。

第４条	 委員長は、会務を総理し、委員会を代表する。
	 2 委員長は、会議の議長となる。
	 3 副委員長は、委員長に事故があるときはその職務を代理し、委員長が欠員のときはその職務を行う。

第５条	 委員会の会議は、委員長が招集する。
	 2 委員会は、委員（副委員長を含む。以下次項において同じ。）の半数以上が出席しなければ、会議を開くことができない。
	 3 委員会の議事は、出席した委員の意見の調整を経て、委員長が決定する。

第６条	 委員会の補助組織として、専門部会を置く。
	 2 専門部会の構成は、委員長が別に定める。

第７条	 委員会及び専門部会は、基本構想又は基本計画の策定に当たり必要があるときは、会議に学識経験者、
	 職員その他関係者の出席を求め、説明又は意見を聴くことができる。

第８条	 委員会及び専門部会の庶務は、市長戦略部戦略推進課において処理する。

第９条	 この規則に定めるもののほか、必要な事項は市長が別に定める。

(3) 島田市総合計画策定委員会規則、委員名簿

① 島田市総合計画策定委員会規則
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② 島田市総合計画策定委員会委員名簿

委員長 市長 染谷 絹代

副委員長 副市長 牛尾 伸吾

副委員長 副市長 滝浪 勇

委員 教育長 山中 史章

委員 市長戦略部長 鈴木 明宏

委員 危機管理部長兼都市基盤部長 清水 保

委員 地域生活部長 齋藤 正隆

委員 健康福祉部長 宮地 正枝

委員 こども未来部長 森川 利久

委員 産業経済部長 道前 京太郎

委員 観光文化部長 駒形 進也

委員 行政経営部長 前島 秀基

委員 島田市立看護専門学校副校長 赤堀 夏海

委員 教育部長 石間 幸典

委員 島田市立総合医療センター事務部長 藪崎 勝哉

役職 職 名 氏 名
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4 第３次島田市総合計画の策定経過

総
合
計
画
審
議
会

令和６
（2024）年度

９月19日 第１回総合計画審議会 市長諮問、島田市の現状について、第３次島田市総
合計画策定方針について

２月13日 第２回総合計画審議会
第３次島田市総合計画の全体像について、基本構想の
基本理念及び将来像について、分野別の認識、政策の
方向性、施策の柱について及びグループワークの実施

令和７
（2025）年度

６月17日 第３回総合計画審議会
前期基本計画の構成案について、総合計画とデジタル
田園都市構想総合戦略との統合案について、分野別ま
ちづくりの方向性について及びグループワークの実施

10月21日 第４回総合計画審議会

第３回審議会意見に対する対応・考え方について、分
野別のまちづくりの方向性について、前期基本計画評
価指標について、前期基本計画地域別まちづくりの方
向性について、第３次島田市総合計画（案）の全体構
成について及びグループワークの実施

11月18日 第５回総合計画審議会
第４回審議会意見に対する対応・考え方について、
基本計画分野別のまちづくりの方向性について、注釈

（用語解説）について、パブリック・コメント募集用計画
（案）について

１月26日 第６回総合計画審議会
第５回審議会及び議会等からの意見への対応につい
て、その他の修正内容及び巻末資料について、答申書

（案）について

１月30日 総合計画審議会答申書手交式 総合計画審議会がまとめた答申書を市長に手交

総
合
計
画
策
定
委
員
会

令和６
（2024）年度

５月21日 第１回総合計画策定委員会
第３次島田市総合計画策定方針（案）について、島田
市総合計画審議会委員候補者名簿（案）について、第
３次島田市総合計画策定支援等業務委託公募型プ
ロポーザルの概要（案）について

９月11日 第２回総合計画策定委員会 第３次島田市総合計画策定方針（案）の変更について

12月24日 第３回総合計画策定委員会 総合計画全体の骨格について、基本構想（案）につい
て、政策分野（案）について

１月28日 第４回総合計画策定委員会 基本構想（案）について

３月28日 第５回総合計画策定委員会 第３次島田市総合計画評価指標の設定（案）につい
て、タウンミーティング実施概要（案）について

令和７
（2025）年度

４月30日 第６回総合計画策定委員会 分野別まちづくりの方向性（案）について、評価指標
（案）について

６月２日 第７回総合計画策定委員会
基本計画の構成（案）及びデジタル田園都市構想総
合戦略の統合（案）について、分野別まちづくりの方向
性（案）について、評価指標（案）について

９月25日 第８回総合計画策定委員会
第３回審議会の意見対応結果について、地域別まちづ
くりの方向性、計画の推進に向けて、財政計画につい
て、地方創生重点プロジェクトについて

11月６日 第９回総合計画策定委員会
第４回審議会の意見対応結果について、注釈（用語
解説）について、パブリック・コメント募集用計画（案）
について

１月15日 第 10 回総合計画策定委員会 第５回審議会及び議会等からの意見への対応につい
て、その他の修正内容について、巻末資料について

会議 年度 日程 事項 主な内容
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６月３日～
６月30日

令和６（2024）年度
島田市総合計画市民意識調査

市内在住の2,500人を無作為抽出して調査実施
（18歳以上）

島
田
市
議
会
・
そ
の
他

令和６
（2024）年度

６月21日 島田市議会総務生活常任委員会 第３次島田市総合計画策定方針について

９月18日～
10月18日 市民アンケート 市内在住の3,000人を無作為抽出して実施（18歳以上）

10月14日～
10月28日 中高生アンケート 市内中学校６校に通う中学３年生及び市内高等学校

４校に通う高校２年生を対象に実施

10月25日～
11月15日 事業者アンケート 島田商工会議所及び島田市商工会の会員事業者

1,000事業者を対象に実施

11月９,10 日 イベントアンケート 島田産業まつり及びSHIDAマルシェ来場者を対象に実施

11月９日 移住者ワークショップ 市内在住、かつ、市外出身者を対象に実施
テーマ：移住のリアルから考える理想の島田の暮らし

11月23日 多文化共生ワークショップ
島田市内に住む外国出身者及び普段外国人と交流
のある日本人を対象に実施
テーマ：外国人だからこそわかる島田市のこと

12月７日 若者世代ワークショップ 静岡県立大学及び静岡福祉大学の学生を対象に実施
テーマ：若者世代と考える理想の地方都市

２月27日 島田市議会全員協議会
第３次島田市総合計画策定方針について、これまでの
策定経過について、分野別の認識・政策の方向性・施
策の柱について、分野別まちづくりの方向性について

令和７
（2025）年度

６月23日～
７月６日

令和７（2025）年度
島田市総合計画市民意識調査

市内在住の2,500人を無作為抽出して調査実施
（18歳以上）

７月３日 旧市内・大津地域タウンミーティング ワークショップのテーマ：誰もが暮らしやすい
（暮らし続けたいと思う）地域にしていくためには？

７月10日 六合地域タウンミーティング ワークショップのテーマ：誰もが暮らしやすい
（暮らし続けたいと思う）地域にしていくためには？

７月18日 伊久身・大長地域タウンミーティング ワークショップのテーマ：誰もが暮らしやすい
（暮らし続けたいと思う）地域にしていくためには？

７月22日 金谷地域タウンミーティング ワークショップのテーマ：誰もが暮らしやすい
（暮らし続けたいと思う）地域にしていくためには？

７月31日 初倉地域タウンミーティング ワークショップのテーマ：誰もが暮らしやすい
（暮らし続けたいと思う）地域にしていくためには？

８月７日 川根地域タウンミーティング ワークショップのテーマ：誰もが暮らしやすい
（暮らし続けたいと思う）地域にしていくためには？

９月16日 島田市議会総務生活常任委員会 これまでの策定経過について

11月13日 島田市議会全員協議会 第３次島田市総合計画（案）の概要について、
これまでの策定経過について

11月22日～
12月21日

計画（案）に係る
パブリック・コメントの募集

広報しまだ、市公式ウェブサイトへの掲載及び
公共施設14か所への計画（案）の配架
提出された意見：３件

１月19日 閉会中の常任委員会
パブリック・コメント募集概要及び結果について、
令和７年11月13日の全員協議会後に提出された
意見への対応について

会議 年度 日程 事項 主な内容
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5 諮問書及び答申書

（1）諮問書
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（2）答申書
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６ 第３次島田市総合計画への市民意見の反映

　第３次総合計画の策定に際し、市民が日々の生活で感じていることや、これからのまちづくりに期待することなどの意見を把握す
るため、アンケート調査、ワークショップ、タウンミーティングを実施しました。

(1) アンケート調査

① 市民アンケート

③ イベントアンケート

④ 事業者アンケート

② 中学生・高校生アンケート

調査期間 令和６（2024）年９月18日(水)～10月18日(金)

調査対象 島田市に居住する方3,000人（18歳以上を対象に住民基本台帳より無作為抽出）

回答数（回答率） 1,319人(43.9％)

調査方法 紙又はオンライン回答

設問数 全23問

調査期間 令和６（2024）年11月９日(土)～11月10日(日)

調査対象 SHIDAマルシェinしまだ及び島田産業まつり来場者

回答数 568人

調査方法 紙又はオンライン回答

設問数 全７問

調査期間 令和６（2024）年10月25日(金)～11月15日(金)

調査対象 島田商工会議所･島田市商工会に所属する1,000事業所

回答数（回答率） 361事業所 (36.1%)

調査方法 紙又はオンライン回答

設問数 全10問

調査期間 令和６（2024）年 10 月８日 ( 火 ) ～ 10 月 31 日 ( 木 )

調査対象
中学生 市立中学校６校の中学３年生

高校生 市内に所在する高等学校の高校２年生

回答数（回答率）
中学生 513 人 (68.7%)

高校生 413 人 (50.6%)

調査方法 オンライン回答

設問数 全 18 問

※アンケートの詳細：
市公式ウェブサイト(URL:https://www.city.shimada.shizuoka.jp/gyosei-docs/850863177.html）
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(2) ワークショップ

① 移住者ワークショップ

② 多文化共生ワークショップ

③ 若者世代ワークショップ

開催日 令和６（2024）年11月９日(土)

対象者 島田市に居住する市外出身者

参加者数 13人

テーマ 移住のリアルから考える理想の島田の暮らし

会場 島田市民総合施設プラザおおるり 第10会議室

開催日 令和６（2024）年11月23日(土)

対象者 島田市に居住する外国出身の方及び普段外国人と交流のある日本人

参加者数 25人

テーマ 外国人だからこそわかる島田市のこと

会場 島田市役所 大会議室

開催日 令和６（2024）年12月７日(土)

対象者 静岡県立大学及び静岡福祉大学の学生

参加者数 13人

テーマ 若者世代と考える理想の地方都市

会場 島田市役所 大会議室

※ワークショップの詳細：
市公式ウェブサイト(URL:https://www.city.shimada.shizuoka.jp/gyosei-docs/827675156.html）
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(3) タウンミーティング

対象者 市内自治会等の関係者及び公募による市民

地域ごとの
開催日及び
参加者数

地域 開催日 参加者数

旧市内・大津 令和７（2025）年７月３日(木) 21 人

六合 令和７（2025）年７月10日(木) 23 人

大長・伊久身 令和７（2025）年７月18日(金) 20 人

金谷 令和７（2025）年７月22日(火) 16 人

初倉 令和７（2025）年７月31日(木) 18 人

川根 令和７（2025）年８月７日(木) 16 人

テーマ 誰もが暮らしやすい（暮らし続けたいと思う）地域にしていくためには？

タウンミーティングにご参加いただいた方のうち、氏名の掲載について同意を頂いた方のみ掲載しています。
（敬称略、五十音順、常用漢字で記載）

タウンミーティングの参加者

※タウンミーティングの詳細：
市公式ウェブサイト(URL: https://www.city.shimada.shizuoka.jp/gyosei-docs/853225760.html)

鈴木 範明
鈴木 昌之
鈴木 勝

園田 晃利
滝 利兵治
田崎 武明
田中 保男
塚本 政文
塚本 真菜
戸塚 康之
冨澤 澄夫
永井 潤

中澤 博文
永田 卓男
中村 嘉夫
中屋 始

成岡 義巳
仁科 守

西村 太一
平松 栄治
福井 文彦

前田 政樹
増田 勉
増田 守
松井 章

松浦 富雄
松下 昇

松下 宣良
松野 勝之
松本 泰武
三浦 勝治
溝下 一夫
宮下 優
宮本 誠

村松 英治
持塚 孝

安原 正明
山田 雅明
山田 遊山

横田川 雅敏
和田 幸男
渡邉 良和

天野 弘
嵐口 宣之
荒波 茂

荒浪 仁一郎
石神 利明

石川 晋太郎
伊藤 久司
岩　 好美
大石 剛

大石 昌德
大石 芳巳
太田 豊之
太田 治男
大塚 敏博
大村 伸之

岡村 秀一郎
奥尾 幸徳
小澤 厚司
小田 明弘
落合 尚

川添 俊一郎
木田 輝男
北島 亨

久保田 真吾
栗田 佳宏
栗原 瑞夫
小玉 佳男
権田 陽夫
齋藤 勝己
桜井 芳己
提坂 大介
澤本 　廣
柴田 恵晴
渋谷 俊弘
杉谷 道也
杉村 朋弘
杉山 敏彦
鈴木 悟至

鈴木 象太郎
鈴木 孝夫
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(4) パブリック・コメント

　令和７（2025）年11月22日（土）から令和７（2025）年12月21日（日）まで、第３次総合計画（案）を公表し、市民から広く意見を
募集したところ３件の意見が寄せられました。

寄せられた意見の内容、対応状況は以下のとおりです。

１ 意見の内訳

２ 寄せられた意見と回答

総数
第３次総合計画への対応

計画に反映した意見 反映できない意見 その他の意見

３件 ０件 ２件 １件

項目 意見（要約） 回答（要約） 対応

基本構想
土地利用の方向性

地域類型別の土地利用の基本

方向 ③ 市街地ゾーン（川根、金

谷、中心市街地周辺、六合、初

倉）について、東町も居住誘導

区域に設定するべきではないか。

現状では、本市で定めている居

住誘導区域の基準に合致しな

いため、居住誘導区域外として

います。
反映できない

意見

政策分野４
（子育て・教育）

子育てにおいて、保育園は無償

化等の取組があったが、小学校

以降は経済的支援がなく負担が

大きい。

各種予算を削減し、子育てに当

ててほしい。

子育て世帯への経済的支援に

ついては、国、県と連携を図りな

がら取り組んでいるところです。さ

らに、本市では、経済的支援に

加え、妊娠・出産から子育て期ま

で、切れ目のない様 な々支援に取

り組んでいます。

今後、社会経済情勢の変化を踏

まえ、事業の見直し等を検討して

まいります。

既に盛り込み済みの
意見

パブリック・コメント
の周知方法

パブリック・コメント募集開始日

にその旨を市 LINE 公式アカウン

トから通知してはどうか。

本パブリック・コメントの募集

については、令和７（2025）年

12 月２日（火）付けで市 LINE

公式アカウントに掲載いたしま

した。

その他の
意見
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環境と経済が両立した循環型社会を形成していくための３つの取組の
こと。３R は、リデュース（ごみの発生や資源の消費自体を減らす）リユー
ス（ごみにせず繰り返し使う）リサイクル（ごみにせず再資源化する）の
頭文字をとったもので、この順番で取り組むことが求められている。

「Biochemical Oxygen Demand（生物化学的酸素要求量）」の略称。
生物が水中にある有機物を分解するのに必要とする酸素の量（mg/l）
を表し、河川の汚染度が進むほど高くなる。（基準値：駿遠橋１mg/l 未
満、神座スポーツ広場横１mg/l 未満、富士見橋２mg/l）

ＩＣＴ（情報通信技術：Information and Communication Technology）
の浸透が人々の生活をあらゆる面でよりよい方向に変化させる、という
概念のこと。

医業又は歯科医業を行う場所（歯科医業のみは除く。）であって、患者の入
院施設を有しないもの又は患者 19 人以下の入院施設を有するもののこと。

医業又は歯科医業を行う場所であって、20 人以上の患者を入院さ
せるための施設を有するもののうち、精神科病院以外の病院のこと。

「外国人の日本旅行（訪日旅行）」あるいは「訪日外国人観光客」のこと。

身体的・精神的・社会的によい状態にあることをいい、短期的な幸
福のみならず、生きがいや人生の意義などの将来にわたる持続的
な幸福を含む概念のこと。

居心地がよく歩きたくなるまちなかを創出すること。街路空間を車
中心から " 人中心 " の空間へと再構築し、人々が集い憩い多様な
活動を繰り広げられる空間への転換を図る。

市内有機農産物の生産から消費まで一貫したサイクルの確立を目
指し、市民が有機農業に対する理解と関心を深め、消費において、
有機農産物をはじめとした環境負荷低減に資する農産物等を選
択するなどして支えていくこと。

観光地において、訪問客の著しい増加等が、地域住民の生活や自
然環境、景観等に対して受忍限度を超える負の影響をもたらした
り、観光客の満足度を著しく低下させるような状況。

次の (1) ～ (3) に該当する世帯のこと。
(1)	住居と生計を共にしている人の集まり又は一戸を構えて住んでいる　
	 単身者
(2)(1) の世帯と住居を共にし、別に生計を維持している間借り又は下宿
	 している単身者
(3) 会社・団体・商店・官公庁などの寄宿舎、独身寮などに居住している
	 単身者

産業革命以来の化石エネルギー中心の産業構造・社会構造をクリーン
エネルギー中心へ転換すること。

計画（Plan）、実施（Do）、評価（Check）、改善（Action）の４つの視点を
プロセスの中に取り込むことで、プロセスを不断のサイクルとし、継続的
な改善を推進するマネジメント手法のこと。

サイバー空間（仮想空間）とフィジカル空間（現実空間）を高度に融
合させたシステムにより、経済発展と社会的課題の解決を両立する、
人間中心の社会のこと。

KADODE OOIGAWA の東エリアにある、観光案内所兼物産販売所
のこと。

主には、首都圏など都市部の居住者が地方に移住する動きの総称の
こと（Ｕターン、Ｉターン、Ｊターン）。

政治（Politics）、経済（Economy）、社会（Society）、技術（Technology）
の４つの外部環境を分析し、現在もしくは将来的にどのような影響を与え
るかを把握・予測するためのフレームワークのこと。

地域の強み（Strength）、弱み（Weakness）、機会（Opportunity）、
脅威（Threat）について分析し、全体的な評価を行う手法のこと。強み
と弱みは主として地域の内部要因の分析（内部環境分析）、機会と脅
威は同様に地域の外部要因の分析（外部環境分析）を行うもの。

３R（スリーアール）

ＢＯＤ

ＤＸ（デジタルトランスフォーメーション）

一般診療所

一般病院

インバウンド

ウェルビーイング

ウォーカブルなまちづくり

オーガニックビレッジ宣言

オーバーツーリズム

一般世帯

ＧＸ（グリーントランスフォーメーション）

ＰＤＣＡサイクル

Society5.0

TOURIST INFORMATION おおいなび

ＵＩＪターン

ＰＥＳＴ分析

ＳＷＯＴ分析

B

D

あ行

G

P

S

T

U

7 第３次島田市総合計画注釈（用語解説）一覧
※掲載は数字→アルファベット→五十音順となります。

「浜岡原子力発電所の周辺市町の安全確保等に関する協定書」のこ
と。平成 28（2016） 年７月８日に、県知事、中部電力株式会社代表
取締役社長社長執行役員、５市２町（島田市、磐田市、焼津市、藤枝
市、袋井市、吉田町、森町）首長が調印した。
なお、ＵＰＺ（緊急防護措置を準備する区域：Urgent Protective 
action planning Zone）は、原子力発電所での事故発生時に、屋内
退避などの防護措置を行う区域のこと。静岡県では、浜岡原子力発電
所からおおむね半径 31 キロメートル圏内の地域が設定されている。

ＵＰＺ安全協定

いつでも、誰でも、自由に集まれる交流の場所のこと。
居場所
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地球の気温を高める効果のあるガスのこと。代表的なものに二酸化炭
素、メタン、一酸化二窒素、フロン等がある。「島田市環境報告書」に
おいて、一般廃棄物の焼却に伴う温室効果ガス排出量や家庭部門を
含めた部門ごとの温室効果ガス排出量を掲載している。

75 歳以上の高齢者のこと。

持続可能な行政サービスを提供する自治体経営の視点から、公共施
設を総合的かつ計画的に管理及び活用する取組のこと。

借り入れた地方債の元利償還金のこと。

長年、間伐等の管理が行われていない森林のこと。

管理もされず放置されている農地のこと。

先発医薬品の特許期間終了後に、先発医薬品と品質・有効性・安全
性が同等であるものとして、厚生労働大臣が製造販売を承認した医薬
品のこと。一般的に先発医薬品よりも薬価が安くなっている。

高齢者が住み慣れた地域で安心して暮らし続けられるよう、介護・医
療・福祉などの総合相談窓口として、介護保険法に基づき市が設置す
る「地域包括支援センター」の島田市での愛称のこと。

人口減少・超高齢社会にあっても、持続可能で、誰もが安心して暮らしやすい
都市生活を営むことができることを目指す都市づくりの考え方に基づき、生活に
必要なサービス施設や行政機能、居住の場を、市街地や地域拠点に集約・誘
導し、その拠点間を公共交通などで結びつける都市の形（都市構造）のこと。

温室効果ガスの排出について、排出量から吸収量と除去量を差し引
いた合計を実質ゼロにすること。

家庭教育について親同士が学び合い、迷いや悩み、不安などの解決
や解消、親同士のネットワークづくりなどを行う場のこと。

「夫婦のみ」、 「夫婦と子」、 「父と子」、 「母と子」のいずれかの世帯のこと。

人の活動により環境に加えられる影響であって、環境保全上の支障の
原因となるおそれのあるもの。

日帰りで観光施設やイベント、祭事などに訪れ、その地で観光・娯楽を
楽しむこと。

通常の消防団員とは異なり、特定の活動のみに参加することで一般の
消防団員を補完する役割を担う団員のこと。例えば、消防団を引退し
た方がその豊富な経験を活かして、応急手当の普及指導やラッパ隊
での吹奏などの活動に携わること。

昭和 23 （1948）年１月１日の市制施行以降から昭和 30 （1955）年の
伊久身村、大長村、大津村、六合村との合併までの間、島田市であった
エリアを指す。

症状が急に現れる時期、病気になり始めの時期に、症状に応じた検査
や処置、手術といった対応を 24 時間体制で行う病院のこと。

居住を誘導すべき区域として立地適正化計画で定められる区域のこと。

災害直後から、避難・救助をはじめ、物資供給等の応急活動のため
に、緊急車両の通行を確保すべき重要な路線で、高速自動車国道や
一般国道及びこれらを連絡する幹線的な道路のこと。

環境への対策をすることで経済も成長するという好循環を生み出せる
社会のこと。

毎年度経常的に収入される使途が限定されない一般財源（経常一般
財源）のうち、人件費、扶助費、公債費のように毎年度経常的に支出さ
れる経費（経常的経費）に充当されたものが占める割合のこと。

ある健康状態で生活することが期待される平均期間を表す指標のこと。

温室効果ガス

後期高齢者

公共施設マネジメント

公債費

荒廃森林

荒廃農地

後発医薬品

高齢者あんしんセンター

コンパクト・プラス・ネットワーク

カーボンニュートラル

家庭教育学級

核家族

環境負荷

観光レクリエーション

機能別団員

旧市内

急性期病院

居住誘導区域

緊急輸送路

グリーン社会

経常収支比率

健康寿命

か行

森林の持つ、「水源かん養機能」、「山地災害防止機能／土壌保全機
能」、「快適環境形成機能」、「保健 ･レクリエーション機能」、「文化
機能」、「生物多様性保全機能」のこと。

公益的機能

大規模災害発生時に、重症傷病者の受入れや広域医療搬送の対応
を行う等、被災地の災害医療体制の中核となる病院のこと。

災害が発生した時に特に配慮や支援が必要となる者のこと。高齢者、
障害のある人、乳幼児のほか、外国人、妊産婦、傷病者、内部障害者、
難病患者なども、特に支援が必要となる者として対象となる。

地方公共団体の財政力を示す指数のこと。財政力指数が高いほど、普通
交付税算定上の留保財源が大きいことになり、財源に余裕があるといえる。

災害拠点病院

災害時要配慮者

財政力指数

さ行

国立社会保障・人口問題研究所「日本の地域別将来推計人口 令和５
（2023）年推計」を基に推計

今後40年間の人口推計

道路利用者が安全に道路を通行するために設置される施設のこと。
道路標識、区画線（ライン）、立体横断施設（横断歩道橋等）、防護柵

（ガードレール、ガードパイプ等）、道路照明、視線誘導標、道路反射
鏡、視覚障害者誘導用ブロック等が含まれる。

交通安全施設
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地方公共団体の借入金の返済額の大きさを、その地方公共団体の財
政規模に対する割合で示したもの。

地方公共団体が抱える負債の大きさを、その地方公共団体の財政規
模に対する割合で示したもの。

各年推計値：人口の将来展望及び国立社会保障・人口問題研究所
「日本の世帯数の将来推計（都道府県別推計）（令和６（2024）年
推計）」から算出

令和２ （2020）年の国勢調査人口に基づく推計値（令和 5（2023）
年推計）

森林の土壌が、降水を貯留し、河川へ流れ込む水の量を平準化して
洪水を緩和するとともに、川の流量を安定させること。また、雨水が森
林土壌を通過することにより、水質が浄化されること。

ロボット技術やＩＣＴを活用して、省力化・精密化や高品質生産を実現
する等を推進している新たな農業や林業のこと。

年齢別人口のうち労働力の中核をなす 15 歳以上 65 歳未満の人口
層のこと。

テキスト、画像、音声などを自律的に生成できるＡＩ（人工知能：
Artificial Intelligence）技術の総称。

１年間の「製造品出荷額」、「加工賃収入額」、「修理料収入額」、「製
造工程から出たくず及び廃物」の出荷額と「その他の収入額」の合計
で、消費税等の内国消費税を含んだ額のこと。

現時点において急速に成長している産業や、将来の成長が期待され
る産業のこと。食品、医療品、医療機器、環境関連等の製品等を製造
する工場のこと。

地域内に多くの生物種や遺伝子型が存在すること。多様な生物種の
存在は、多様な生態系のもとに成り立ち、多様な生態系の下では、多
様な自然の恵みを人間が利用することができる。

地域の魅力を高めまたは発掘し、地域内外に効果的に発信すること
で、地域へ人や資源、情報などを呼び込み地域経済を活性化させ、
地域の愛着や誇りを醸成させるとともに地域の持続的な発展を図る
取組のこと。

市民の健幸づくりを応援するポイント制度で、運動や食事、健（検）
診、社会参加など、自分に合った健幸づくりで取組ポイントを貯め、特
典に応募できる仕組みのこと。

市内の子育て支援に関わる団体や関係機関で構成される組織のこ
と。子育て支援の充実に向けて交流会や情報交換会、講習会等を実
施している。

フィンランドの母子保健システム「ネウボラ」のエッセンスを取り入れ
た子育て世帯支援体制のこと。母子健康手帳を交付した家庭に担当
保健師を配置し、妊娠期から継続して同じ保健師が訪問や相談等に
対応する。

市民が自信と誇りをもって世界に自慢できる「緑茶愛」に注目し、街も
人も元気になる仕組みを構築しようというシティプロモーションの取組
のこと。

島田市内で生産（又は企画）し販売されている産品の中から、市の魅
力を日本、世界に発信するシンボル的存在として認定した島田市が誇
る産品のこと。

「しまだ市っ歌りげんき体操」と「しぞ～かでん伝体操」を総称した、介
護予防に効果的な「しまだを元気にする体操（トレーニング）」のこと。

一定期間における、転入者数から転出者数を差し引いた数のこと。

対象者の属性を問わない相談支援、多様な参加支援、地域づくりに向
けた支援を一体的に実施することにより、地域住民の複雑化・複合化
した支援ニーズに対応する包括的な支援体制を整備する事業のこと。

製品等が廃棄物等となることが抑制され、並びに製品等が循環資源と
なった場合においてはこれについて適正に循環的な利用が行われる
ことが促進され、及び循環的な利用が行われない循環資源について
は適正な処分 ( ごみ、粗大ごみ、燃え殻、汚泥、ふん尿、廃油、廃酸、
廃アルカリ、動物の死体その他の汚物又は不要物であって、固形状又
は液状のものとしての処分をいう。) が確保され、もって天然資源の消
費を抑制し、環境への負荷ができる限り低減される社会のこと。

実質公債費比率

将来負担比率

人口・世帯数の見込

人口の将来展望

水源かん養

スマート農業・スマート林業（スマート農林業）

生産年齢人口

生成ＡＩ

製造品出荷額等

成長産業

生物多様性

シティプロモーション

しまだ健幸マイレージ

島田市子育て支援ネットワーク

島田市版ネウボラ

島田市緑茶化計画

島田の逸品

しまトレ

社会移動数

重層的支援体制整備事業

循環型社会

国（総務省）の連携中枢都市圏構想に基づき、連携中枢都市宣言を
行った静岡市を中心に、島田市、焼津市、藤枝市、牧之原市、吉田町、
川根本町が連携市町となって形成した都市圏で、圏域における地方
創生を目指し、多極的な広域連携を推進するもの。

しずおか中部連携中枢都市圏

生産段階から再利用などを視野に入れて設計し、新しい資源の使用
や消費をできるだけ抑えるなど、あらゆる段階で資源の効率的・循環
的な利用を図りつつ、サービスや製品に最大限の付加価値をつけてい
くことで、持続可能な社会をつくるとともに経済的な成長も目指す経済
システムのこと。

循環経済（サーキュラーエコノミー）

企業本社や、官公庁・団体の本庁舎・本部から離れた所に設置された
オフィスのこと。

複数の企業や個人が１つのオフィス空間を共有すること。

サテライトオフィス

シェアオフィス
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温室効果ガスの排出について、排出量から吸収量と除去量を差し引
いた合計が実質ゼロに保たれた社会のこと。

日本の地方創生政策を強化・深化させるために策定された今後 10
年間を見据えた指針のこと。

国の制度変更等により、減収が生じた場合などに補填される交付金の
こと。

農業地域類型区分のうち中間農業地域と山間農業地域を合わせた
地域のこと。中山間地域は、全国の耕地面積の約４割、総農家数の約
４割、農業産出額の約４割を占めることに加えて、雨水を一時的に貯
留する機能（洪水防止機能）、土砂崩れを防ぐ機能（土砂崩壊防止機
能）といった多面的機能を持つなど重要な役割を担っている。

ＩＴ技術やインターネットなど「デジタル技術」を活用したマーケティン
グ手法のこと。

インターネットを中心にデジタル情報や通信について、更にはそれらを
活用するパソコンやスマートフォンなどの機器やアプリについて知識を
持ち、利用する能力のこと。

屋外拡声器や戸別受信機を介して、市町村役場から住民等に対して
直接・同時に防災情報や行政情報を伝えるシステムのこと。

周辺の生活環境に悪影響を及ぼしている空き家のこと。そのまま放置
すると倒壊等著しく保安上危険又は衛生上有害となる状態、適切に管
理されていないため著しく景観を損なっている状態にあると認められる
空き家を指す。

幼稚園・保育所のうち、就学前の子どもに教育・保育を提供する機能、
地域における子育て支援を行う機能を備える施設について、都道府
県から認定こども園としての認定を受けた施設のこと。

市町村が定めた「農業経営基盤強化促進基本構想」に示された農業
経営の目標に向けて、自らの創意工夫に基づき、経営の改善を進めよ
うとする計画（農業経営改善計画）を作成し、市町村等に認定 ( 複数
市町村で農業を営む農業者が経営改善計画の認定を申請する場合
は、営農区域に応じて都道府県又は国に認定）された農業者のこと。

国籍や民族などの異なる人 が々、互いの文化的違いを認め合い、対等な
関係を築こうとしながら、地域社会の構成員として共に生きていくこと。

国土の保全、水源のかん養、自然環境の保全、良好な景観の形成、文化
の伝承等、農村で農業生産活動が行われることにより生ずる、食料その
他の農産物の供給の機能以外の多面にわたる機能のこと。

子ども自らが課題を追究し、考えを表現する力を育むことを重視した学
び方のこと。子どもが知識を習得するだけでなく、主体的に課題解決をす
る学び方を指す。

男女が、社会の対等な構成員として、自らの意思によって社会のあらゆる
分野における活動に参画する機会が確保され、男女が均等に政治的、
経済的、社会的及び文化的利益を享受することができ、かつ、共に責任
を担うべき社会のこと。

単一市区町村の区域並びに複数市区町村にまたがる区域を一体と
した観光地域において、マネジメントやマーケティング等を行うこと
により観光地域づくりを行う組織（観光地域づくり法人：Destination 
Management/Marketing Organization）のこと。

学校・家庭・地域が一体となって教育を支える体制のこと。配置されたコー
ディネーターが学校におけるニーズと地域ボランティアをつないでいる。

重度な要介護状態となっても住み慣れた地域で自分らしい暮らしを人
生の最後まで続けることができるよう、住まい・医療・介護・予防・生活
支援が一体的に提供されるシステムのこと。

住民一人ひとりが自ら行う防災活動、自主防災組織、消防団、水防団
その他の地域における多様な主体が行う防災活動並びに地方公共
団体、国及びその他の公共機関が行う防災活動の適切な役割分担及
び相互の連携協力によって確保される地域における総合的な防災の
体制及びその能力のこと。

地方団体間の財源の不均衡を調整し、一定の行政サービスを提供で
きるよう国から地方団体に配分されるもの。

国内の各地域・地方が、それぞれの特徴を活かした自律的で持続的な
社会をかたちづくること。その主要な柱（政策）として、東京一極集中の
解消、地域社会の問題の解決、地域における就業機会の創出などが
据えられている。

企業や組織において実施する情報セキュリティ対策の方針や行動
指針のこと。

脱炭素社会

地方創生2.0基本構想

地方特例交付金

中山間地域

デジタルマーケティング

デジタルリテラシー

同報系防災行政無線

特定空家等

認定こども園

認定農業者

多文化共生

多面的機能

探究的な学び

男女共同参画

地域ＤＭＯ

地域学校協働本部

地域包括ケアシステム

地域防災力

地方交付税

地方創生

セキュリティポリシー

な行

人種・年齢・性別・能力・価値観など様 な々違いを持った全ての人が、
互いを認め合い個性と能力を十分に発揮し生きがいを感じられる多
様性のことであり、グローバル化が進む現代社会において、多様なニー
ズへの対応や人口減少などの課題解決に向けた必要な概念のこと。

ダイバーシティ
た行

内閣府が、あらゆる可能性を考慮し最大クラスのものとして示した南
海トラフ巨大地震（基本ケース）が、冬の深夜に発生した場合を想
定し、静岡県第４次地震被害想定で示された、市内の全壊・焼失棟
数のこと。

想定される全壊・焼失棟数
本来地方に帰属すべき税源を、一旦国税として徴収した後、地方団体
に配分されるもの。

地方譲与税
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専用の機器によるトレーニング、ストレッチ等をサポーター指導のもと
ゆっくりと行う教室のこと。

感染症の世界的大流行のこと。

貧困であることが子どもの学習機会等に影響を与え、将来その子ども
が大人になったときも貧困から抜け出せないという連鎖のこと。

防災・減災と地域成長を両立させた魅力ある地域づくりを実現する
「“ ふじのくに ” のフロンティアを拓く取組」において指定されている
島田市の区域のこと。

一般会計、土地取得特別会計、休日急患診療特別会計の合計の
こと。

島田市民総合施設プラザおおるり、島田市金谷生きがいセンター
及び島田市川根文化センターを指す。

新しい職業に就くために、あるいは、今の職業で必要とされるスキ
ルの大幅な変化に適応するために、必要なスキルを獲得する／さ
せること。

既存の建物を改修し、用途や機能を変更して性能を向上させたり
付加価値を与えたりすること。

気候変動などによって頻発・激甚化する水害リスクに対応するた
め、従来の「河川中心の治水」に加え、地域全体で協働し水害を
軽減させるという新しい治水の考え方のこと。

保有山林面積が１ヘクタール以上の世帯のこと。

島田市博物館及び諏訪原城ビジターセンターを指す。

何らかの情報あるいは資料を求めている図書館利用者に対して，
図書館職員が求められている情報あるいは資料を提供ないし
提示することによって援助すること及びそれに関わる業務のこと。

パワーリハビリ教室

パンデミック

貧困の連鎖

ふじのくにフロンティア推進区域

普通会計

文化施設

リスキリング

リノベーション

流域治水

林家

歴史関連施設

レファレンスサービス

ら行

災害時被害等の予測を地図で表したもの。
ハザードマップ

は行

改正農業経営基盤強化促進法において法定化された「地域計画」に
基づき、所有者不明農地、遊休農地も含め所有者等から借受け、担い
手等へ貸付を行い、農地の集積・集約化を進める都道府県、市町村、
農業団体等が出資して組織されている法人のこと。

農地中間管理機構

自然を回復軌道に乗せるため、生物多様性の損失を止め、反転させること。
ネイチャーポジティブ
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